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「検査済証のない建築物に係る指定確認検査機関を活用した 
        建築基準法適合状況調査のためのガイドライン」について 
 
拝啓 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 さて、国土交通省関係部局から既存建築ストックの有効活用円滑化の観点から、指定確

認検査機関を活用し、検査済証のない建築物について建築基準法への適合状況を調査する

ための方法を示したガイドラインを取りまとめた旨の連絡がありました。 
 検査済証の交付を受けていない建築物は、増改築や用途変更を行う際の建築確認申請に

おいて適法か否かの判断が難しく、調査に費用や時間がかかっていました。今回のガイド

ラインの策定により、住宅・建築物の耐震改修の円滑な手続きや中古住宅流通市場の改善

が促進するものと期待されます。 
つきましては、ガイドラインの概要を送付しますので、貴社担当者へ周知をお願い申し

上げます。 
なお、「ガイドライン」本文の入手は、お手数をお掛けしますが下記ホームページよりお

願いします。                                  敬 具 
 
記 

 

１．「ガイドライン」ホームページ 

http://www.mlit.go.jp/common/001046527.pdf 

２．問合せ先  

(一社) 全国住宅産業協会 事務局(℡ 03-3511-0611 担当 澁田、嘉屋本)までお願いい

たします。                                 以 上 
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「検査済証のない建築物に係る指定確認検査機関を活用した 
建築基準法適合状況調査のためのガイドライン」について 

 
 
建築基準法において、建築主は、工事完了後、建築主事又は指定確認検査機

関による完了検査を受けて検査済証の交付を受けなければなりません。しかし

ながら、過去において、検査済証の交付を受けていない建築物が存在し、こう

した建築物は、交付を受けた確認済証のとおり建築基準法に適合するよう適切

に工事がなされたかどうかが明らかではありません。 
こうした既存建築ストックを増改築等する際には、建築当時の建築基準法に

適合しているかどうかを確かめることが求められることになります。 

こうした状況を踏まえ、既存建築ストックの有効活用の円滑化の観点から、

指定確認検査機関を活用し、検査済証のない建築物について建築基準法への適

合状況を調査するための方法を示したガイドラインを別添のとおりとりまとめ

ましたのでお知らせします。 
貴職におかれましては、本ガイドラインを業務上の参考としていただきます

ようお願いいたします。 
今回の通知にあわせ、本ガイドラインにおける調査者として業務を実施する

指定確認検査機関のうち、特定行政庁等への情報提供やホームページへの掲載

を希望される場合は、別紙のとおり届出をできるようにしています。国土交通

省では、広く情報提供を図りますので、こちらの情報も有効にご活用いただき

ますようお願いいたします。 
なお、全国の特定行政庁及び指定確認検査機関に対しても、本ガイドライン

について通知していることを申し添えます。 
 
 
 



検査済証のない建築物に係る指定確認検査機関を活用した建築基準法
適合状況調査のためのガイドライン

【対象】
・木造戸建住宅のみでなく、鉄筋コンクリート造や鉄骨造の建築物を含め全ての建築物が対象。

【調査に必要な図書】
・「建築確認図書」（確認済証及びその添付図書）。
・「建築確認図書」がない場合は、依頼者が建築士に依頼し、「復元図書」を作成。

【調査方法】
・新築に係る「完了検査に関する指針」（＝目視、計測、動作確認）をベースに、指定確認検査機関が、建築物が
建築確認図書どおりの状態であることについて適合状況を調査。

・目視等で調査することが困難な事項（特に鉄筋コンクリート造における構造関係規定等）については、コンクリート
強度の確認など必要に応じコア抜き調査などを実施した上で調査。（⇒耐震診断と同様の考え方）

【責任の範囲】
・調査者は、目視等により現地調査できる範囲において責任を負う。

ガイドラインの基本的な考え方

○完成時に検査済証の交付を受けていない建築物は、建築当時の建築基準に照らして適切に工事がなされたか
を判断できないため、増改築や用途変更の面で課題がある。

○検査済証のない建築物について、建築当時の法適合状況を調査するための方法を示した『ガイドライン』を策定

○検査済証のない建築物の増改築や用途変更を円滑に進め、既存建築ストックを有効活用することが図られる。

《 背 景 》

《 期待される効果 》



【参 考】

『今後の建築基準制度のあり方について「住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方について」（第一次答申）』
（平成25年２月 社会資本整備審議会） （抜粋）

２．住宅・建築物の耐震化の現状と課題
（２）これまで講じてきた施策の現状と課題
⑤耐震改修工事の円滑化方策
なお、検査済証のない住宅・建築物については、既存不適格建築物であるのか、違反建築物であるのかの判断
が困難であり、調査に多大な時間と費用を要する場合があり、耐震化に支障を来しているという指摘があることか
ら、耐震改修工事の円滑化を検討する上で留意が必要である。

３．住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方
（２）住宅・建築物の耐震化の促進のために講ずべき施策
⑤居住・使用状況に大きな支障を来さない新たな耐震改修工法の活用促進
なお、国は、検査済証のない住宅・建築物の取扱い等について方針を示すなど、耐震診断・耐震改修の手続き
が円滑に進むように、過重な負担とならない環境整備に努めるべきである。

「中古住宅の流通促進・活用に関する研究会（座長 中城康彦 明海大学不動産学部 教授）」報告書
（平成25年6月26日）

２ 市場プレイヤーの行動に働きかけ、中古住宅流通市場を改善する方策
②耐震性や省エネ性等に関するラベリング制度の充実
ⅱ）検査済証のない中古住宅に係る法適合確認手続きの検討
中古住宅の流通段階で、金融機関が融資の可否を判断するに当たり、検査済証が求められる場合が多いことか
ら、検査済証のない中古住宅が、新築や増改築当時の建築基準関係規定に適合していたかどうかを民間機関
等が証明する仕組みの創設を検討する。
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